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〔研究ノート〕

1）弘前医療福祉大学短期大学部　生活福祉学科　介護福祉専攻（〒036-8102 青森県弘前市小比内 3-18-1）
2）弘前医療福祉大学　保健学部　看護学科（〒036-8102 青森県弘前市小比内 3-18-1）

Ⅰ　はじめに

地域包括支援センター（以下、包括センター）は、地
域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要
な援助を行うことにより、地域住民の保健医療の向上及
び福祉の増進を包括的に支援することを目的として1）、
総合相談・支援業務、権利擁護業務、介護予防ケアマネ
ジメント業務、包括的・継続的ケアマネジメント支援業
務の 4つの基本機能を担っている。運営主体は市町村
（特別区を含む）であり、包括的支援事業を適切、公
正、中立かつ効率的に実施することができる法人等に委
託することも可能である。各業務を適切に実施するため
に社会福祉士、主任介護支援専門員（以下、主任ケアマ
ネジャー）、保健師（以下、三職種）が配置されている。
平成24年度の介護保険法改正において、高齢者が地

域で自立した生活を営めるよう、医療、介護、予防、住

まい、生活支援サービスが切れ目なく提供される「地域
包括ケアシステム」の実現に向けた取り組みを進めるこ
とが盛り込まれたが、包括センターは、その中核的な機
関として期待されている。地域包括ケアシステムの実現
には、保健、医療、福祉サービス等のフォーマルなサ
ポートのみに限らず、近隣住民やボランティア団体等の
インフォーマルなサポートが効果的に連携することがで
きる多職種協働による「地域包括支援ネットワーク（以
下、ネットワーク）」が必要であるとしている 2）。
しかし、包括センターにおける業務実態報告書3）で
は、職員が力量不足であることとして、地域における
ネットワーク構築に関わる業務が挙げられている。ま
た、ネットワークの構築の進め方に関する調査研究事業
報告書 4）においても包括センターの現状として、ネッ
トワークづくりにおける活動が不十分であることが指摘
されている。
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要　　　旨
　筆者らはこれまで、直営型、及び委託型の地域包括支援センターの社会福祉士に焦点を当て、地域
包括支援ネットワーク（以下、ネットワーク）の構築について、それぞれどのような認識を持っている
のか明らかにしてきた。本稿ではその結果を踏まえ、双方の社会福祉士のネットワーク構築に関する
認識を比較検討し特徴を明らかにすると共に、ネットワーク構築の促進要因を探ることを目的とする。
　結果、双方の社会福祉士に共通して、包括センター職員としてネットワーク構築の上では、三職種
の連携、相互理解が重要であるという認識を持っていた。また、ネットワーク構築における自らの役
割については、双方の社会福祉士共にケース支援を介しての専門職や関係機関とのネットワーク構築
には努めているものの、地域の関係機関同士、組織間でのネットワーク構築ということに目を向ける
と、十分に認識して活動を展開しているとは言い難い実情が明らかになった。ネットワーク構築状況
に関わる評価体制の確立と、多職種協同によるネットワーク構築の機会となる地域ケア会議の運営方
法の見直しが、ネットワーク構築の促進要因となることが明らかになった。
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弘前医療福祉大学短期大学部紀要　4（1）, 35－42, 2016



－ 36 －

包括センターの社会福祉士を対象とした、連携やネッ
トワークについての研究報告では、久末らの実態調査5）、
ヒアリング調査 6）等があるが、運営主体の違い（直営
型及び委託型）に着目し、配置されている社会福祉士
が、ネットワーク構築に関して、それぞれどのような認
識を持っているのか明らかにした研究は少ない。筆者ら
はこれまで、直営型及び委託型包括センターにおいて配
置されている社会福祉士にそれぞれ焦点を当て、半構造
化面接を実施し、得られた内容をM-GTA（木下修正版
グラウンデッド・セオリー・アプローチ）の手法を用い
て分析し、ネットワーク構築の認識について明らかにし
てきた 7）8）。本稿ではその結果を踏まえ、双方のネット
ワーク構築に関する認識を比較検討し、特徴を明らかに
すると共に、ネットワーク構築の促進要因について探る
ことを目的とする。

Ⅱ　社会福祉士のネットワーク構築に係わる認識を構成
するカテゴリー（要約）
運営主体別に実施したインタビュー内容の分析の結果、

それぞれ 4つのカテゴリー（以下、カテゴリーは【　】
で示す）が抽出された（表 1）。
1．直営型の社会福祉士
直営型の社会福祉士のネットワーク構築に係わる認識7）

については、ネットワーク構築における専門職としての
役割を権利擁護領域の担当者であるとの意識を持ってお
り、個々の相談ケースに関わることに誇りと自信を持っ
ていた【社会福祉士独自の役割機能と誇り】。包括セン
ターにおいては、三職種のチームワークが重要であると
考えており、情報共有と職種における専門性を認めあう
姿勢に努め、自らの専門性を発揮した役割遂行に努力し
ていた【三職種間の協調と専門性発揮の関係】。また、
事業所の介護支援専門員、民生児童委員、医療機関、イ
ンフォーマル組織とは、定期的に情報交換会を行い、諸
機関等との会議には積極的に参加する等連携を取り、時
には関係機関同士の仲介調整役を務めることがネット

ワーク構築に繋がると認識していた【包括センターと組
織・機関との連携】。現状として、ネットワークを構築
しなければならないと認識はしているものの、包括セン
ター内のチームワークを良くし、個別ケース支援を丁寧
に実践している段階に留まっていた【ネットワーク構築
への模索】。

2．委託型の社会福祉士
委託型の社会福祉士のネットワーク構築に係わる認識8）

については、あらゆる相談事に適切に対応し、地域の社
会資源、各専門職との円滑な連携を実現するという自ら
の役割に対する責任感、自負心を持っていた。また、包
括センターにおいては、三職種がそれぞれ連携について
の意識を持ち、報告、連絡、相談を密にすることが大切
であり、互いの専門性を尊重し、対等な立場で関わるこ
とが必要であるという認識を持っていた【社会福祉士と
しての自負心と三職種の協働】。定期的な関係機関、専
門職との会議や、研修会への参加の機会等も通して、馴
染みのある関係者とばかり関わりを持たず、これまでに
関わったことのない事業者との接点を持つように努め、
新たな関係性の構築や、自らのネットワークの拡大にも
意識的に取り組んでいた【ケース支援を円滑にする専門
職とのつながり】。地域との関わりにおいては、実情に
明るい町会長や民生委員との関わりを重視し、包括セン
ターと地域住民との情報の共有化を図っていた。また、
高齢者などが地域で安心した生活を送ることができるた
めに必要な施設、機関、設備などを把握できるよう、地
域との協力による社会資源の掘り起こしに努めていた
【地域情報の共有と社会資源の掘り起こし】。ケースに
よっては、行政担当者の関わる程度に統一性がなく、綿
密な引継ぎもないため、包括センターとしても混乱が生
じる場合がある。また、包括センターの役割を地域に広
く認知してもらうためには包括センター単独の活動には
限界があり、行政との協働が必須であるという【行政担
当者との円滑な関係期待】を抱いていた。

直営型 委託型

三職種間の協調と
専門性発揮の関係

社会福祉士としての自負心と
三職種の協働

社会福祉士独自の役割機能と誇り
（意思・自信・ステータス） 行政担当者との円滑な関係構築

包括センターと
組織・機関との連携

ケース支援を円滑にする
専門職とのつながり

ネットワーク構築への模索 地域情報の共有と
社会資源の掘り起こし

表1　社会福祉士のネットワーク構築に関する認識から明らかになったカテゴリー
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Ⅲ　社会福祉士のネットワーク構築に対する認識比較

それぞれのカテゴリーの比較を通して、ネットワーク
構築の認識について共通性があることが判明した。一つ
は、包括センターにおける三職種の関係性に関する認識
である。直営型の社会福祉士は、仕事をしていく上では
三職種のチームワークが重要であり、情報共有や他の職
種（主任ケアマネジャー、保健師）の専門性を理解する
ことに努めていた。委託型の社会福祉士についても、仕
事をする上では三職種が連携についての意識を持ち、報
告、連絡、相談を密にすることが大切であり、三職種は
対等の立場で、互いの専門性を尊重することが必要であ
るとしている。以上のことから双方の社会福祉士はネッ
トワークを構築する上で、三職種の関係性については
チームワーク、情報共有、職種間の相互理解が重要であ
るという認識を持っていた。
二つ目は、ネットワーク構築における社会福祉士の役

割に関する認識である。直営型の社会福祉士は、事業所
の介護支援専門員や医療機関、インフォーマル組織とは
定期的に情報交換会を行い、諸機関等との会議には積極
的に参加する等連携を図っていた。委託型の社会福祉士
についても定期的な関係機関、専門職との会議や研修会
への参加の機会等も通して関係構築に努め、地域との関
わりにおいては実情に明るい町会長や民生委員との関わ
りを重視し、包括センターと地域住民との情報の共有化
を図っていた。以上のことから、双方の社会福祉士共
に、ネットワーク構築においては自らの役割をケース支
援、関係機関との繋ぎ役であるとの認識を持ち、日々懸
命に取り組んでいた。
三つ目は、双方の社会福祉士共にネットワーク構築に

おける自身の役割を十分に認識し取り組んではいるもの
の、その先にあるネットワーク構築実現に向けての明確
なプロセスが意識化されておらず模索段階であったこと
である。

Ⅳ　社会福祉士のネットワーク構築に対する認識のカテ
ゴリー構造
地域包括ケア研究会の地域包括ケアシステムの構築に

おける今後の検討のための論点 9）の中では、地域にお
ける各主体・多職種間の連携の段階として、医療機関の
専門職等が包括センターに相談事項について電話連絡す
る「リンケージ」、医療・介護に渡るサービス主体が適
切かつ定期的に情報共有を図る「コーディネーション」、
最終的な段階として情報が一元化される「インテグレー
ション（統合）」を挙げている（本稿では、フルインテ
グレーションとインテグレーションを同義として見な
す）。これらの 3段階に双方のネットワーク構築に対す
る認識のカテゴリーを照らし合わせてみることとする。
直営型の社会福祉士の場合、ネットワーク構築の認識

から生成された 4つのカテゴリー【社会福祉士独自の役
割機能と誇り】【三職種間の協調と専門性発揮の関係】
【包括センターと組織・機関との連携】【ネットワーク構
築への模索】からは、包括センター内ではチームワーク
づくりに努め、ネットワークを構築しなければならない
と認識はしているものの、個別ケース支援を丁寧に実践
している段階に留まっていることがわかった。また、委
託型の社会福祉士の場合、ネットワーク構築の認識から
生成された 4つのカテゴリー【社会福祉士としての自負
心と三職種の協働】【ケース支援を円滑にする専門職と
のつながり】【地域情報の共有と社会資源の掘り起こし】
【行政担当者との円滑な関係期待】は、包括センター職
員間、専門職間、行政担当者との関係づくりと社会資源
の現状把握に関連することであり、それぞれとの信頼関
係構築に時間を要していることがわかった。
以上のことから、双方とも全体的に包括センターと各

機関・人とが適切な情報共有のもと、連携が図られる
コーディネーションの段階までには至っておらず、その
基礎部分となるリンケージの段階でネットワーク構築が
停滞していると考える（図 1参照）。

図1．直営型（委託型）包括センター双方の社会福祉士のネットワーク構築に関する認識のカテゴリー構造図
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Ⅴ　考　察

ネットワーク構築に対する直営型及び委託型包括セン
ター双方の社会福祉士の認識から、2つの点について示
唆を得ることができた。1つは、双方の社会福祉士が包
括センター職員として、三職種間のネットワーク構築に
ついてどのように認識しているかである。2つ目は、双
方の社会福祉士がネットワーク構築において、専門職と
しての自らの役割をどのように認識しているかである。
以下、それぞれについて考察すると共に、ネットワーク
構築の促進要因についての見解を述べる。

1．社会福祉士の包括センター職員としてのネットワー
ク構築に関する認識
双方の社会福祉士は、ネットワーク構築にあたり、包

括センターにおける三職種の連携、相互理解が重要であ
るという認識を共通して持っていた。これは、包括セン
ター業務マニュアル10）で掲げている運営における基本
視点（協働性の視点）「各職員がみずからの担当業務を
狭くとらえ、縦割りに陥るようなことがあってはならな
い。職員が業務の理念・基本的な骨格といったものを理
解したうえで、常に相互に情報を共有し、協議して業務
を遂行するチームアプローチが必要である」ということ
を自覚し日々取り組んでいる証であると結論できる。特
に、相互理解については “社会福祉士と他職種では専門
性のスタンスに差があり、個別の相談対応に違いが生じ
る時は、じっくり話し合う（直営型包括センター社会福
祉士）”、“それぞれの専門職（主任介護支援専門員、保
健師）の視点からの意見を聞くことは自分自身でもすご
く勉強になっている（委託型包括センター社会福祉士）”
という語りにもあるように、社会福祉士自らが他職種の
ことを理解するように努め、その状態を維持しようとす
る姿勢を備えていた。
岩間11）は、「ネットワークはシステムであり、それを
維持する、つまり状態として存続させるためには、それ
ぞれのパーツが全体として機能して動くことが求められ
る」と述べている。包括センターにおいては、それぞれ
のパーツを三職種に置き換えることができる。包括セン
ターとして機能するためには、三職種個々に連携が重要
であるという意識が必要であり、お互いに連携が取れて
いる状態を常に維持できるよう努めていかなければなら
ない。そうすることでパーツ（三職種）が全体として機
能することが可能になる。

2．ネットワーク構築における社会福祉士の役割認識
介護福祉士制度及び社会福祉士制度の在り方に関する

意見12）ではネットワークにかかわる社会福祉士の役割

として以下の 2つの記述があるがこれを踏まえ、それぞ
れの実情についてみてみることにする。一つは「利用者
がその有する能力に応じて、尊厳を持った自立支援を営
むことができるよう、関係する様々な専門職や事業者、
ボランティア等との連携を図り、自ら解決することので
きない課題については当該担当者への橋渡しを行い、総
合的かつ包括的に援助していく役割」である。このこと
に関して直営型包括センター社会福祉士には、事業所の
介護支援専門員、民生児童委員、医療機関、インフォー
マル組織と定期的な情報交換会等を行い、関係性を構築
しようとする【包括センターと組織・機関との連携】と
いうカテゴリーが存在していた。そして、委託型包括セ
ンター社会福祉士にも、これまでに関わったことのない
事業所や専門職等との新たな関係性の構築や、自らの
ネットワークの拡大にも意識的に取り組もうとする
【ケース支援を円滑にする専門職とのつながり】という
カテゴリーが存在しており、双方の社会福祉士共に、担
当ケースに関わる諸機関、専門職等との関係作り、連携
関係の構築を自らの役割であると認識し尽力しているこ
とが判明した。特に地域住民との関係作りに関しては
“住民の方の情報をもらえるのは民生委員。民生委員の
情報ってかなり有力な情報が多くて、そこのパイプは
やっぱり強くもっておきたい（直営型包括センター社会
福祉士）”、“包括で広報誌を作成していて、3ヶ月に一
回、広報を町会の回覧板に入れてもらっているが、その
時は町会長に必ず会い手渡しで顔繋ぎという形でお願い
している。民生委員にも。その時に会えた方とは地域の
情報交換もする。なるべくその方がいる時間帯を見計
らって訪問したりして（委託型包括センター社会福祉
士）” という語りにもあるように民生委員や町会長を
キーパーソンとして捉えており、地域の実情に明るい民
生委員、町会長との密接な関係なくしては地域の実態把
握、諸問題への対応は困難であると捉えており関係構築
に努めていた。また、地域との関わりについては “すご
く（連携が）上手くいっている所と、閉鎖的な所もあ
る。上手くいっている所はこちらとしても積極的に出か
けられるが、閉鎖的な所は、よそ者は排除するみたいな
風習がある所なのか、中々入って行けず、そこにどうい
う人たちがいるのか実態把握もままならず歯がゆい。も
しかしたら、私たちが分からないだけで、そこで解決で
きる力があるのかもしれないので、そこは地域に出てア
セスメントしないといけないなとは思っている（委託型
包括センター社会福祉士）” というように、地域と包括
センター職員との信頼関係構築には時間的経過を要する
ケースもあり、継続的な根気強いアプローチも必要であ
ることが分かる。
二つ目は「地域の福祉課題の把握や社会資源の調整・
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開発、ネットワークの形成を図るなど、地域福祉の増進
に働きかける役割」である。このことに関して直営型包
括センター社会福祉士の場合、特化してカテゴリー化さ
れたものは存在していなかったが、委託型包括センター
社会福祉士は、高齢者などが地域で安心した生活を送る
ことができるために必要な施設、機関、設備などを把握
できるよう、地域との協力による社会資源の掘り起こし
に努めており【地域情報の共有と社会資源の掘り起こし】
というカテゴリーが存在していた。地域の福祉課題の把
握については、民生委員や町会長の協力を得ながら取り
組み、地域の社会資源の調整、開発においては “（担当
したケースの中で）私達がたまたま相談した司法書士の
方は、今までケアマネや包括から相談されたことは今ま
でなかったみたいで、それを機に連携をとるようになっ
た”、“薬局自体、まちかど薬局といって高齢者の相談窓
口にもなっている。協力機関として私たちも広報を置か
せてもらっている。やっぱり薬のことで相談あれば顔を
知っているので相談しやすい関係を築いている。そこか
ら出前講座の講師を依頼したり、地域で予防知識の普及
に協力してもらっている” という語りにもあるように担
当ケースをきっかけに新たな関係に繋がることもある。
以上のことから、ネットワーク構築における社会福祉

士の役割認識について、1つ目の関係する様々な専門職
や事業者等と連携を図るという役割に関しては、直営型
包括センター、委託型包括センター双方の社会福祉士が
認識していた。2つ目の地域の福祉課題の把握について
は双方の社会福祉士共に認識があったが、社会資源の調
整、開発については、委託型包括センターの社会福祉士
の方に、このことに関するカテゴリーが存在していた。
ネットワーク形成については、双方の社会福祉士共に、
ケース支援を介しての専門職や関係機関とのネットワー
ク構築には努めているものの、地域の関係機関同士、組
織間でのネットワーク構築ということに目を向けると、
十分に認識して活動を展開しているとは言い難い実情が
明らかになった。

3．ネットワーク構築の促進に向けて
包括センターの社会福祉士が直面している現状につい

て副田13）は、介護予防ケアマネジメントやその給付事
務、あるいは、委任したケアプラン作成のチェックに、
社会福祉士も忙殺される可能性があることや、高齢者虐
待防止法が施行されたことを機に、包括センターの社会
福祉士は、その相談対応や介入に追われる可能性が高い
ことを指摘している。また、地域包括支援センターにお
ける業務実態に関する調査研究事業報告書 3）において
も、センターが抱える課題として、業務量過大が最も多
いとしている。岩間14）は包括センターの社会福祉士が

直面する地域との関わりについて「地域を基盤とした
ソーシャルワークにおいては、クライエント本人の生活
を中心に据えて援助することが求められる。それゆえ、
対象となる生活課題は複合化する。（中略）現代のソー
シャルワーク実践においては、連携と協働による援助に
大きな特徴があり、またそうでなければ実際の問題に対
応できない」と述べている。双方の社会福祉士共に、地
域の関係機関同士、組織間でのネットワーク構築に対す
る認識よりも、個別のケース支援を介する専門職や関係
機関とのネットワーク構築に対する認識の方が顕在化し
ていた背景には、地域住民との関わりにおいて、様々な
要因が絡み合い一筋縄では解決できない生活課題が存在
しており、社会福祉士はこのような状況に日々真摯に向
き合い、時間をかけてアプローチしているため、ネット
ワーク活動に十分な時間をかけて取り組むことができな
い要因の一つになっていると推察する。以上のことか
ら、ネットワーク構築の促進に向けては、包括センター
における三職種の複数配置等を含めた人的環境の整備や
業務の見直しにより、社会福祉士の業務量が過大な状況
の改善を図る他に、包括センター職員以外の第三者によ
るネットワーク構築状況に関わる評価体制の確立も求め
られる。ネットワーク構築の進捗状況について、定期的
に自己評価を行うと共に、時には外部評価を受けること
により、ネットワーク構築の状況を把握できるだけでな
く、普段からネットワーク構築に関わる三職種の意識づ
けにも繋がる。また、外部評価の導入によって、実際に
ネットワーク構築に携わっている三職種が今後の改善点
等についての方向性も得られ、客観的、かつ多角的に
ネットワーク構築を捉えることが可能になる。
ネットワーク構築の促進に向けては、地域ケア会議の

運営方法の見直しも有効である。包括センターの設置運
営について 2）の中では、多職種協働によるネットワー
ク構築のための重要な手段として「地域ケア会議」を挙
げている。地域ケア会議とは、行政職員、包括センター
職員、介護サービス事業者、医療関係者、民生委員等か
ら構成される会議体であり、個別ケース支援の内容の検
討を通じた高齢者の実態把握や課題解決のためのネット
ワークの構築、地域の介護支援専門員の法の理念に基づ
いた高齢者の自立支援に資するケアマネジメントの支
援、個別ケースの課題分析等を行うことによる地域課題
の把握、その他、地域の実情に応じて必要と認められる
事項について協議することを目的としている。包括セン
ター社会福祉士相当職員実態調査報告書15）では、地域
ケア会議の形態として①支援困難ケース等のサポートを
地域関係者で行う個別ケースレベルの地域ケア会議②包
括センターの担当する生活圏域の地域課題の検討と関係
者のネットワーク構築を行う日常生活圏域レベルの地域
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ケア会議③自治体全域レベルのケア関係機関間の情報交
換・ネットワーク構築と地域課題検討を行う自治体レベ
ルの地域ケア会議の 3層構造のケア会議を構想している。
地域ケア会議について、直営型の社会福祉士は以下の

ように捉えていた。“そこ（地域ケア会議）には必ず公
立病院の看護師長さんの出席をお願いして、毎回きてく
れている。そこは情報交換だったり、連携の部分。アド
バイスをいただいたり、こちらから要望を出すと、検討
してくれることもある” このように、特に医療関係者と
の連携の機会として認識しているケースもあれば、“年
間計画を立ててやっている。4月は実績報告。あとは福
祉用具の紹介を業者にやってもらうとか。成年後見につ
いては、司法書士さん呼んで。頭の体操の方は事業所で
やってもらおうとかそんな形”、“（地域ケア会議の開催
は）問題ケースがあった場合に開催している” という語
りにあるように、地域ケア会議自体、参加者の研修がメ
インになっているケースや、不定期の開催であり、事例
検討がメインになっているケース等、それぞれの包括セ
ンターによって地域の実情が反映されていることが影響
しているのか、地域ケア会議の目的が異なり、そこに統
一性はなかった。
委託型の社会福祉士については “役場の担当者とはそ

こ（地域ケア会議）で連絡事項など報告し合ってい
る”、“圏域のケアマネに関しては、2ヶ月に一回、地域
ケア会議を開いていて、研修を行ったり、その中で情報
交換したり、あとは、個別に抱えているケースについて
相談あれば対応したり、そういう連携はしている”、“グ
ループホームは町内にたくさんあるので、管理者やケア
マネと、地域ケア会議の場とかを通して顔つなぎをして
いる” という語りからもわかるように、ほとんどが関係
機関等との連携関係構築の機会として捉えているケース
が多く見られた。しかし中には “（地域ケア会議におい
て）ある事業所から他の事業所と接点を持ちたいと言う
要望があり（訪問介護の事業所がケアマネの部会に参加
したい等）、部会の事務作業が軌道に乗るまでは、こち
らでサポートを行っている” というようにケア会議が事
業所間での連携を図るきっかけとなり、包括センターが
その橋渡しをしているというケースもあった。
以上のことを踏まえ、双方の社会福祉士の地域ケア会

議に対する認識を、3層構造のケア会議の形態に照らし
合わせてみると①の個別ケースレベルでの地域ケア会議
に該当するものが多く見られた。地域ケア会議を個別
ケースレベルで完結させるのではなく、その次の段階の
日常生活圏域レベルや自治体レベルの地域ケア会議にど
のようにして発展させていくのか、三職種が統一した見
解を持ち、計画的に取り組んでいくことが求められる。
そして、その取組を積み重ねることがネットワーク構築

の促進に繋がる。今回の調査においては、地域ケア会議
運営方法に関する詳細な調査、今後のあり方に対する双
方の社会福祉士の見解を明らかにすることはできなかっ
たため今後の課題としたい。

本研究は、弘前医療福祉大学短期大学部研究倫理委員
会の承認を得た（申請受付番号15-09）。

Ⅵ　結　論

1 　直営型包括センター、委託型包括センター双方の社
会福祉士は、包括センター職員としてネットワーク
構築にあたり、三職種の連携、相互理解が重要であ
るという認識を共通して持っていたことが明らかに
なった。

2　ネットワーク構築における自らの役割については、
双方の社会福祉士共にケース支援を介しての専門職
や関係機関とのネットワーク構築には努めているも
のの、地域の関係機関同士、組織間でのネットワーク
構築ということに目を向けると、十分に認識して活
動を展開しているとは言い難い実情が明らかになった。
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